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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、日本企業にみられるアジア地域でのグローバル・ネットワークにおける
子会社管理のための会計システムの理論と実務を明らかにすることである。このことに向けて、経営と会計の文献研究
とアジア地区企業調査を行った。これにより、アジアでのグローバルかつ包括的なマネジメント・コントロールの実施
が確認されたが、これは、海外企業に比較して、多くの日本企業特有の条件から、本社による、より強力な人的かつ金
額的なコントロールが必要となることに起因することが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）： This research focuses on the subsidiary control system based on network 
management in Asia. To clarify the essence of this control system, this is implemented based on the study 
of theory and practice. As a result, Japanese multinational corporations tend to exert comprehensive 
management control systems strongly than foreign multinational corporations do. Because of many 
managerial reasons,Japanese multinational corporations control subsidiaries from the aspects of human 
resources and accounting in the global network.

研究分野： 管理会計
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１．研究開始当初の背景 
 日本企業の海外展開は、相当の歴史を持つ
に至っている。しかしながら、それを時系列
的にみると、最も多い、工場の生産機能の移
転から、市場開拓、開発拠点などと、様々な
展開を見せていることが分かる。また、その
際には、子会社形態での経営展開を行うこと
が一般的であり、この子会社形態での経営は、
人的、金額的に、急速な高まりを継続的に見
せている。 
このような状況で、日本企業が最も関心を

寄せる、子会社経営の展開場所は、アジア地
区である。このとき、企業は、アジア地区で
複雑に結び付き、まさにネットワークを形成
し、その中で、縦横無尽に生産や販売を展開
する現状がある。このような現状から、ネッ
トワークを通貫した子会社の管理システム
を解明することは、現在、極めて重要な研究
課題と考えられる。このことから、本研究は、
ネットワーク経営における、子会社の管理の
ための会計システムとして研究することと
した。 
 
２．研究の目的 
日本企業の海外展開の浸透につれて、そ

の巧拙が最終的な連結経営の財務業績に明
白に表れることは周知の事実である。生産
基盤、現地市場などの経営展開の方向性は
様々であるが、その力点の置き方や経営環
境変化への対応方法などにより、業績向上
に寄与するばかりでなく、逆に阻害するこ
とが歴史的に明らかである。これについて、
多くの海外子会社研究はあるものの、近年
の経営環境激変により、アジア地域のグロ
ーバル・ネットワーク下での子会社管理の
再検討が迫られることとなり、現存する研
究では実践解明に貢献できない。そこで、
本研究は、予算設定、業績評価項目、振替
価格を中心に、これら子会社管理会計シス
テムについて、最新理論を研究ベースとし
ながら、それを実務調査で補足することで、
過去から現在までの変化の実態と今後の展
開のための実践的な管理会計モデルを提示
することとしたい。 
 
３．研究の方法 
研究目的は、アジア地域におけるネット

ワーク経営での、今後の経営展開のための
実践的な子会社管理会計モデルを提示する
ことであるが、ここで理論と実践の双方を
研究対象とする。このため、理論的には、
国際経営と管理会計の両研究領域について
文献研究を行うことで研究基盤を構築する
こととしたい。実践では、アジアを中心と
した経営を主眼とする研究であることから、
新たな生産基盤となっている、海外子会社
の実務調査を目指す。なお、研究の精度を
高めるため、本社と子会社双方の調査を行
い、両者の認識の調和とギャップについて
も検討し、より実効性の高い管理会計モデ

ルを示すこととしたい。 
 
４．研究成果 
 本研究では、課題名である「アジア・ネッ
トワーク経営のための子会社管理会計シス
テムの研究」のとおり、子会社企業を研究対
象として、管理会計システムの研究を行った。
ここでは、理論研究と実務に関する検討を研
究面での両輪としている。この研究を事業期
間に行うことで、様々な研究成果を得ること
ができた。そこで、この研究成果を整理する
と、アジアをめぐる子会社企業の実務調査の
実施方法に関する研究、さらには、そのよう
な調査結果を踏まえての理論的な管理会計
モデルの構築の2つに分類することができる。
そこで、この 2つの研究成果について、発表
論文で得られた示唆を中心に示すこととし
たい。 
 
(1)アジアのネットワークを構成する子会社
企業の実務調査については、2 つの論文で検
討を行うことができた。事業年度の初年度に
は、以後の実務調査の根幹を明らかにするた
めの研究を行い、それにより、「海外事業コ
ントロール・システムの実務調査に関する一
考察」を公表した。この論文では、益々複雑
化・高度化するグローバル企業のコントロー
ル・システムについて、管理会計として、そ
の時点で、どのような調査を行うことが必要
になるかを明らかにすることを目指した。比
較的研究の蓄積がある経営学、国際経営の分
野からは、調査のために、企業経営の側面で
の様々な示唆を得ることができた。それに基
づき、管理会計が責任センターとして業績評
価対象となる組織単位をどのように検討し、
その国際的な子会社組織経営において、管理
可能性や権限範囲など、経営管理の状況に応
じてどのような業績評価尺度を選択するこ
とになるかが企業調査の核心となる。そして、
海外事業や組織のコントロール・システムに
ついては、組織規模の拡大に伴い、それは複
数の工場などから構成されることも多くな
っている。実際、アジア諸国などでは、子会
社が複数工場を保有する。その際には、それ
ら複数工場を戦略的に配置し、製造・販売の
ネットワークとしての運営が必要になる。こ
のネットワークにおいて、コントロール・シ
ステムは工場に焦点を合わせるが、本社側で
は工場と工場との関連などの管理会計情報
を重視しながら調整と業績評価が行われる。
このことに注目すると、今後は、企業の実際
のコントロール・システムの調査において、
既存研究のような単一工場レベルの概要調
査ではなく、ネットワーク視点で複合関連的
なコントロール・システムとして、どのよう
に機能しているか検討することが必要とな
ることが明らかとなった。当然、これを実際
の調査項目として具体化することが次の必
須の課題とした。 
 



(2)すでにアジア各国で子会社実務調査を行
ってきた、現状までの経験から、過去の調査
項目を整理することの必要性が意識された。
そのため、以後の実務調査をより一層、意義
あるものとすることを目指すためには、調査
の視点の基本構造の再確認を行うことが必
要になった。このことに関する研究が、「海
外子会社マネジメント・コントロール・シス
テム分析の展開に関する一考察」である。こ
の研究では、以後の研究展開に向けて、過去
に行った子会社コントロール・システム実務
調査の構造について再検討を行った。いくつ
かの注目すべき研究から明らかになるのは、
企業における複雑なコントロール・システム
について、マネジメント・コントロール・シ
ステムとして、それを従来の管理会計のよう
な予算偏重の業績評価のコントロールでは
なく、人的側面を含めた広い意味で検討する
ことの必要性である。コントロールの実務に
ついて、断片的なコントロール・システムを
分離して検討するのではなく、マネジメン
ト・コントロール・システムのパッケージで
分析することが有用である。確かに外形的手
続きとしての予算などのコントロール・シス
テムの調査は必要であろうが、その予算の根
幹や原因に関わる、内実的な他のコントロー
ル・システムとの連携がどのように果たされ
ているかどうかの分析が不可欠である。とり
わけ、調査対象企業が、海外に所在する子会
社企業ということになれば、国内の子会社企
業とは、ヒト、モノ、カネの経営資源配分に
よるコントロールに際して考慮するべき事
項などは異なる。これを無視して、国内中心
企業での単調なコントロール・システムと同
様の検討では、グローバル企業のコントロー
ル・システムの実態を解明することは困難で
ある。したがって、マネジメント・コントロ
ール・システムのパッケージをより一層重視
して、複数のコントロール・システム間の連
携状況、そして、それによる企業業績との対
応状態を見ることは、コントロール・システ
ムの全容の明確化には極めて重要である。本
論文では、マネジメント・コントロール・シ
ステムを広範にとらえ、パッケージとし、さ
らにそれらの構成要素の相互関連で検討す
ることで、今後の実務調査とその分析に意義
を持たせることができることを示した。 
 
(3)本研究では、実務調査に加えて、調査し
た子会社企業の管理会計の理論的な解明を
行うという研究アプローチを採っている。こ
こで、この解明については、国際的な研究成
果となるべく、2 つの英語論文として発表す
ることができた。この論文の 1つは、継続的
に共同研究を行う、フランスの大学に所属す
る複数の教員との共著であり、日本よりも、
むしろ海外で高い評価がなされている重要
な 研 究 成果 で ある。 こ の研究 論 文 、
Localization of Management Positions  in 
European and Japanese Subsidiaries in Asia

では、マネジメント・コントロール・システ
ムを、狭義ではなく、広義のとらえ方をする。
すなわち、マネジメント・コントロールにつ
いて、それは人的なコントロールを含むもの
として、このコントロールにおける、管理職
について、派遣社員から現地化へという変化
を、その職位に注目して分析した。この研究
では、様々な上級管理職をはじめとする管理
職の職位について、同じく、アジアに広がる、
フランスと日本の子会社企業の比較研究と
した。すでに聴取したインタビュー調査結果
をもとに、この現地化を検討した結果、両国
企業とも、管理職の現地化を推進する傾向が
あるが、その程度は同じではなく、日本の方
が僅少である。そして、管理職を本国派遣と
するのではなく、その現地化推進に向かう際
には、4 つの条件があることが明らかになっ
た。その 4つとは、以下のとおりである。 
① 子会社が戦略的に重要であっても、その

市場が本社多国籍企業(MNC)にとって、決
定的に重要ではないこと。 

② 競争が熾烈すぎることはなく、その市場
から一掃されるというリスクを回避する
必要があるということ。 

③ 子会社組織が十分に整備されていること。 
④ 現地の人事政策が十分なもので、現地従

業員が派遣社員に取って代わるように、
注意深く選考・教育されていること。 

このような条件が、コントロールにおける、
現地化推進と重要な関連がある。さらに、こ
の研究により、以下の 2つの矛盾する目標が
いかにしてアジアで関連して行われている
かを説明する手助けとなる。すなわち、一方
では、多国籍企業は各国での労務費格差を追
及して、それぞれ個々別々に現地での人的資
源管理を目指すことになるが、その一方、あ
る面では、日本と現地の人的資源管理を一貫
したものとすることを目指すことになる。こ
れらが、この共同研究を通じて明らかになっ
た。 
 
(4)本研究の理論研究では、インタビュー調
査を踏まえて、企業の業績評価のための会計
についての検討を行った。これは、インドネ
シアにおいて行った日本の多国籍企業の子
会社調査についての分析であり、Foreign 
Subsidiary Control Systems of Japanese 
Companies in Indonesia として、研究論文の
形式で公表されている。ちなみに、研究の海
外展開を意図することから、この論文につい
ては、英語で作成することとした。この研究
では、今後、さらなる経済成長と日本企業進
出が見込まれるインドネシアにおいて、現在、
日本企業子会社がどのようなコントロー
ル・システムを適用しているか、その特長、
そして、親会社戦略との関連を意識した全般
的な子会社管理会計モデルを示した。日本企
業は、一般に、例えばフランス企業に比較し
て、管理会計による業績評価会計を多用し、
それを活用している。その活用のためには、



情報システム、教育システムなどの、ソフト
とハードの経営インフラを基盤とし、最終的
な、業績評価尺度を決定している。当然、日
本の親会社本社における業績評価会計を基
礎として、それらに、現地の文化や価値観な
どの要素を考慮して、「日本的」な評価尺度
を適切に利用している。すなわち、金額情報
である財務的な尺度のみならず、「日本的」
な数量的な尺度を、適宜、評価尺度として組
み込む状況が明らかになった。このことにつ
いて、最終的に、財務尺度と、非財務尺度で
ある数量的評価尺度を併用した、親会社とイ
ンドネシア子会社企業のコントロール関係
を明示する実践的な管理会計モデルを作成
し、示すことができ、これは、本研究課題名
に即した、重要な研究成果であった。 
 
(5)今回の研究課題への取り組みの結果、上
記の研究論文の公表という研究成果にとど
まることなく、加えての研究成果として、本
研究による、海外の国際研究セミナーなどで
の研究報告も価値あるものであった。これら
海外の研究報告機会を得たことにより、研究
に関する新たな知見や企業の実務調査に向
けての準備を順調に行うことができ、海外で
の研究報告でも今回の研究課題への取り組
みは高く評価された。そのことで、研究報告
という成果の延長で、今後の積極的な研究発
展に向けての契機を得ることとなった。フラ
ンス側研究者とは、二国間共同研究や外国人
研究者招聘事業などについて合意し、今回の
研究成果とその今後の研究展開をとりまと
め、その申請を行うことができた。この採択
が可能となれば、本課題は、この研究期間以
降も、新たな研究成果を出すことが十分期待
できる。 
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